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１ 香川県中小企業振興条例について 

（１）目的（第１条） 

中小企業の振興に関し、基本理念及び施策の基本方針を定めるとともに、県の責務、中小企業者

の努力等を明らかにすることにより、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進し、もって本県

の経済の活性化及び持続的発展並びに県民生活の向上に寄与すること。 

（２）基本理念（第３条） 

① 中小企業者の創意工夫を生かした自主的な努力により、その経営の改善及び向上が促進される

こと。 

② 本県の人材、技術、自然その他の資源の積極的な活用が図られること。 

③ 中小企業者の経済的社会的環境の変化への適応の円滑化が図られること。 

（３）施策の基本方針（第９条） 

① 中小企業者の経営の革新を促進すること。 

※経営の革新：新商品の開発又は生産、新役務の開発又は提供、商品の新たな生産又は販売の方式の導入、役

務の新たな提供の方式の導入、新たな経営管理方法の導入その他の新たな事業活動を行うこと

により、その経営の相当程度の向上を図ること（中小企業基本法第２条第２項） 

② 中小企業の創業及び新たな事業の創出を促進すること。 

③ 中小企業に対する資金の供給の円滑化を図ること。 

④ 中小企業の人材の確保及び育成を図ること。 

⑤ 中小企業の販路の開拓を促進すること。 

⑥ 中小企業の知的財産の創造、保護及び活用を促進すること。 

 

２ 令和６年度の施策実施状況 

（１）中小企業者の経営の革新の促進 

中小企業等経営強化法（旧中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律）に基づく経営革新計

画承認件数は７件（平成 23年度からの累計 381件）だった。 

また、産業技術センターにおける研究開発件数は 28件（平成 23年度からの累計 645件）となり、

実用化・製品化につながるよう研究開発や県内企業の技術支援等を行った。 

さらに、かがわ産業支援財団事業により、新分野等チャレンジ支援事業４件、競争力強化研究開

発支援事業１件が事業化され、また、品質管理体制の整備等が図られた。 

加えて、中心市街地商店街活性化支援事業により、買物環境の整備など中小小売商業の振興が図

られた。 
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事業名 

（担当課） 

実績額 

（千円） 
事業概要 

超スマート社会

実現化事業 

（産業政策課） 

 

29,874 ①スマートシステム導入促進事業（4,756 千円） 

新たに設置した研究会において、県内システム開発事業者と連携しな

がら、産業技術センターのロボット関連技術や先端ＡＩ技術を活用し、

県内ものづくり企業の実態に応じた製造現場の自動化・省力化を実現す

るオーダーメード型スマートシステムの導入を支援した。 

②ＡＩ等先端技術活用型研究開発支援事業（19,938 千円） 

   ＡＩをはじめとした先端技術の活用などの取組みについて、技術の高

度化・商品開発の進度を高めるため、国立研究開発法人産業技術総合研

究所と連携・協力して実施する研究開発を支援した。 

③中小企業デジタル化推進支援事業（3,906 千円） 

   県内中小企業の生産性向上を図るため、デジタル技術・クラウドツー

ルの活用を希望する 15 事業者に対し、個別コンサルティング等の支援を

行った。 

④ものづくりデジタル化推進事業（1,274 千円） 

 デジタルデータ及びデジタル技術を活用した、切削加工や溶接等のも

のづくりに対応した人材の育成を行った。 

次世代ものづく

り産業育成等事

業 

（産業政策課） 

64,318 ○エネルギー関連産業育成支援事業（3,960 千円） 

国際二次電池展への県内企業５社の出展を支援した。 

○脱炭素化推進高機能材料開発等支援事業（15,795 千円） 

脱炭素化に資する関連技術や、新素材・高機能材料等の開発・製造プ

ロセスの高度化などに関する技術支援、啓発を行ったほか、国立研究開

発法人産業技術総合研究所等と連携して環境負荷の評価等に取り組ん

だ。 

○ものづくりデジタル化推進事業（1,274 千円）【再掲】 

  デジタルデータ及びデジタル技術を活用した、切削加工や溶接等のも

のづくりに対応した人材の育成を行った。 

○戦略的食品産業強化事業（27,617 千円） 

①さぬきのうまい県食品競争力強化事業（7,330 千円） 

県内企業による新たな食品ビジネスの創出を促すため、新たに研究会

を設置し、消費者ニーズを捉えた研究成果の普及や情報発信を行い、食

の多様化に対応した商品開発や県産品を利用した特長ある食品の開発を

支援した。 

②地域伝統食品産業基盤強化支援事業（20,287 千円） 

醤油、佃煮、素麺、オリーブなどの地域食品産業の活性化を図るため、

地域の特色を活かした新商品の開発や食品産業の人材育成を行うととも

に、オリーブオイルの化学分析を適確に実施し、持続的な発展を支援し

た。 

 

新規発掘・事業

化コーディネー

ト事業 

（かがわ産業支

援財団） 

12,835 専任コーディネーター、支援コーディネーター計３名を配置して、延べ

144 件の企業訪問を行い、ファンド事業の新規案件の掘り起こしや、研究

開発支援を行った案件について、ブラッシュアップ等の事業化を支援し

た。 
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競争力強化研究

開発支援事業 

（かがわ産業支

援財団） 

13,824  独創的な研究開発や、特許権等を活用した付加価値の高い新製品・新技

術の開発等を行う県内企業 10 社に対し、助成を行った。 

農商工連携支援

事業 

（かがわ産業支

援財団） 

354 中小企業者と農林漁業者が連携して行う新商品・新サービスの開発や販

路開拓等を行う県内企業２社に対し、助成を行った。 

地域資源活用等

促進事業 

（かがわ産業支

援財団） 

14,153 地域の資源を活用した新商品開発やブランド化等に向けた取組みを行

う県内企業５社に対し、助成を行った。 

特色ある商店街

づくり事業 

（経営支援課） 

13,153 ◯中心市街地商業活性化促進事業（55 千円） 

中心市街地活性化法の円滑な施工を図るため、取り組む市町へ情報提

供・助言を行った。 

○中心市街地商店街活性化支援事業（13,098 千円） 

市町が策定する「まちづくりビジョン」に沿った市町や商店街団体等

が実施するイベントや街並み整備・保存等中心市街地商店街活性化のた

めの取組みに対し補助するものであり、県内９商店街団体等が実施した

防犯カメラの設置やアーケードの修繕等に対して補助を行った。 

小規模事業指導

費 

（経営支援課） 

1,057,570 

 

○商工会・商工会議所への交付金（946,713 千円） 

商工会・商工会議所が小規模事業者に対して行う金融、税務及び経営

等に関する相談・指導、講習会開催などの経営改善普及事業のほか、経

営発達支援事業や地域活性化事業に対して交付金を交付した。 

○商工会連合会への交付金（109,117 千円） 

商工会連合会が小規模事業者に対して行う経営改善普及事業や、商工

会の体制強化等のために講習会等を行う商工会指導事業に対して交付

金を交付した。 

○商工会議所連合会補助（1,690 千円） 

商工会議所連合会が商工会議所の体制強化等のために講習会等を行

う商工会議所指導事業に対して補助を行った。 

◯指導事務費（50 千円） 

  補助事業に要する経費。 

 

（２）中小企業の創業及び新たな事業の創出の促進 

糖質バイオ商品開発支援事業により、糖質バイオ分野におけるこれまでの研究成果を活用した製

品の開発が進んだ。 

また、スタートアップ支援強化事業により、創業、第二創業または、新たな分野への進出を促進

したほか、創業ベンチャー支援事業、新分野等チャレンジ支援事業などにも取り組んだ。 

さらに、事業承継支援事業により、事業承継に悩みを抱える県内中小企業の円滑な事業承継を支

援した。 
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事業名 

（担当課） 

実績額 

（千円） 
事業概要 

先端技術産業集

積形成事業 

（産業政策課） 

17,710 ○希少糖研究開発加速化支援事業（10,000 千円） 

  県内企業の希少糖産業への参入や次なる事業への展開を促進する

香川大学の希少糖研究を支援し、研究開発の加速化を図った。 

○糖質バイオ商品開発支援事業（5,956 千円） 

希少糖の普及を加速化するため、糖質バイオ分野の研究成果を活用

し、製品化に向けた開発を行う県内企業２社に対し補助を行った。 

〇新技術啓発事業（1,754千円） 

県内企業の成長分野等への積極的な進出を促進するため、香川県等

が主催する各種フォーラムの管理運営を行った。 

スタートアップ

支援強化事業 

（産業政策課） 

44,356 ①「かがわスタートアップカンファレンス」運営事業（761 千円） 

本県のスタートアップ支援に携わる関係機関で構成する「かがわス

タートアップカンファレンス」において、スタートアップ支援施策の

あり方や今後の方向性などについて検討を行った。 

②スタートアップ創出促進事業（5,965 千円） 

  スタートアップへの理解を深め、応援する機運を醸成し、関係者の

交流、ネットワークづくりを図る「かがわスタートアップフェスタ

2024」を開催した。 

③香川県スタートアップスクエア事業（1,257 千円） 

香川インテリジェントパークを県内起業家の集積地とすることを

目指し、活動拠点となる起業家向けオフィスの使用料の減免を行っ

た。 

④スタートアップ支援施策の情報一元化事業（1,572千円） 

  起業しようとする者等が、自分に合った支援策を簡単に見つけられ

るよう、課題やニーズごとに情報を整理したＷＥＢサイトを構築し

た。 

⑤スタートアップ等経営相談窓口事業（10,539 千円） 

（公財）かがわ産業支援財団に設置（週５日開設）した窓口におい

て、創業前から創業後のサポートまで、起業家の成長段階に応じた専

門家による相談対応を実施した。 

⑥「かがわ創業塾」開催事業（720 千円） 

  かがわ創業塾を開催し、創業に当たっての実務ポイントを一体的か

つ体系的に学び、具体的なビジネスプランが策定できるよう支援を行

った。 

⑦スタートアップ成長加速化支援補助金（9,960 千円） 

「香川県ビジネスチャレンジコンペ」を開催し、優秀なビジネスプ

ラン３件に対し、事業化に要する経費を補助した。 

⑧起業等スタートアップ支援補助金（地域課題解決型）（13,582 千円） 

デジタル技術を活用し、地域の課題に対して、社会性、事業性、必

要性の観点をもって取り組む社会的事業者の起業等を支援するため、

その初期段階に要する経費の一部を補助した。 

新分野等チャレ

ンジ支援事業 

（かがわ産業支

援財団） 

11,462 新分野進出のための商品・研究開発を行う県内企業 15 社に対して助

成を行うとともに、試作品作成、実証実験、可能性評価等の支援を行っ

た。 

事業承継支援事

業 

（経営支援課） 

465 ○事業承継支援事業費補助金（300 千円） 

  専門事業者を活用した事業承継計画の策定やＭ＆Ａによる第三者

への事業引継ぎに取り組む中小企業に対し補助するものであり、３社

に補助を行った。 

○事業承継税制の認定等（165 千円） 

  中小企業における事業承継円滑化のための税制特例を受けるため

の知事認定等を行った。 
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成長促進研究開

発支援事業 

（かがわ産業支

援財団） 

2,720  中長期の研究開発期間を要する、革新的な技術や製品の研究開発等を

行う県内企業３社に対し、助成を行った。 

 

（３）中小企業に対する資金の供給の円滑化 

県内中小企業の事業資金調達の円滑化を図り、企業経営の維持・安定に資するための融資事業を

行った。 

事業名 

（担当課） 

実績額 

（千円） 
事業概要 

県内中小企業設

備投資資金利子

補給補助事業 

（経営支援課） 

30,844 県内に本社又は事業所を有する中小企業者（製造業）で、設備投資

のために 1,000 万円以上の資金借入を行ったものに対して、資金借入

に伴う利子のうち年利１％以下で算定期間内に支払われた額について

利子補給補助を行い（令和６年度交付実績：125 件 30,805 千円）、県

内中小企業の設備投資を促進した。 

中小企業振興資

金融資事業 

（経営支援課） 

37,534,755 ○中小企業振興資金貸付金（37,318,103 千円） 

取扱金融機関との協調により実施している融資について、その原

資の一部を香川県信用保証協会を通じて預託した。 

○中小企業振興資金保証料補給金（67,399 千円） 

基本保証料率と制度融資の保証料率の差によって生じる減収分に

ついて香川県信用保証協会に補填するなどし、県内中小企業に対し

必要な資金の円滑な供給を図った。（令和６年度末融資残高：17,654

件、224,028,861 千円） 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により売上が減少

した中小企業者の資金繰りを支援するため、香川県伴走支援型特別

保証融資を利用する中小企業者等に対し、信用保証料 0.2％に相当

する額の補給を行った。 

〇新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給事業（95,932 千円） 

  新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、影響を受けた中小企業

者の資金繰りを支援するため、新型コロナウイルス感染症により売

上が減少した中小企業者等に対し、利子補給を行った。 

◯その他（53,321 千円） 

  県が国庫支出金を原資として保証料補給を行った危機関連融資等

の繰上返済に伴い、県に一部が返還された保証料補給金について、

国庫に返還を行った。 

 

（４）中小企業の人材の確保及び育成 

県内企業の雇用の確保や質の向上を図るため、県立高等技術学校での施設内訓練や民間教育訓練

機関等を活用して行う委託訓練を実施し、県内企業への就職につながった。また、在職者訓練や事

業主が行う従業員の職業能力開発への支援を行い、企業の人材育成に寄与した。 

さらに、県内企業の人材確保拠点（地方版ハローワーク）である「香川県就職・移住支援センタ

ー（ワークサポートかがわ）」において、就職相談やマッチング支援を行い 227 人の県内就職につ

ながった。オンラインイベントシステムを活用した就職イベントを開催したほか、就職支援サイト

「ワクサポかがわ」の活用や近県大学への県内就職の働きかけ等による県内企業の情報発信に取り

組み、企業の人材確保に寄与した。 
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事業名 

（担当課） 

実績額 

（千円） 
事業概要 

高度産業人材

育成事業 

（かがわ産業

支援財団） 

3,128 IT 専門技術、次世代ものづくり基盤技術などの専門技術講習 16 講

座を開催し、延べ 142 名が受講した。 

 

職業能力開発

事業 

（労働政策課） 

235,277 県立高等技術学校において訓練に必要な設備・機器の整備を行い、

高等技術学校の施設内で 14 学科 229 人、民間教育訓練機関等（委託先）

で 290 人の職業訓練を行うとともに、託児サービスの設定を行った。 

高等技術学校の施設内訓練で定員枠を８人分拡大し、離転職者等を

受け入れるとともに、民間教育訓練機関に委託して、建設機械操作の

資格を取得できる職業訓練を 21 人に行った。 

また、出産・子育て等によりキャリアが中断した女性の就職を支援

するため、即戦力として求められるパソコン操作等に関する短期間の

研修を８人に対して行った。 

さらに、民間教育訓練機関に委託して、障害者 25 人の職業訓練を行

った。 

認定職業訓練

助成事業 

（労働政策課） 

9,344 認定職業訓練を行う事業主団体等２団体に対し、訓練運営に要する

経費等を補助した。 

キャリア教育

推進事業 

（労働政策課） 

3,069 高校生が、働き方の基礎知識や地元就職の利点、県内企業の魅力を

学び、正規雇用での地元就職が意識づけられるよう、外部講師による

出前授業を行った。(延べ 14 校 49 クラス) 

若手社員職場

定着支援事業 

（労働政策課） 

 

5,967 若手社員の職場への定着に取り組む企業に対して、若手社員対象セ

ミナー（全２回開催、延べ 146 人参加）や上司・先輩社員対象セミナ

ー（全４回開催、延べ 143 人参加）、経営者等対象セミナー（全２回開

催、延べ 58 人参加）を開催した。また、希望企業にアドバイザーを派

遣した。（20 社） 

県内企業人材

確保拠点展開

事業 

（労働政策課） 

57,442 県内企業の人材確保拠点（地方版ハローワーク）である就職・移住

支援センター（ワークサポートかがわ）において、「若者の就職支援」、

「県外からの就職支援」、「特定分野の人材確保」の３つのコンセプト

のもと、求職者や若者と県内企業とのきめ細かなマッチング支援、無

料職業紹介業務を実施した。 

県内企業への就職を促進するため、県内外の若者を対象として、就

職支援サイト「ワクサポかがわ」等を通じて県内企業の情報や魅力の

発信に取り組んだ。 

  ・就職相談件数：8,581 件 

  ・職業紹介件数：335 件 

地域活性化Ｕ

ＪＩターン促

進事業 

（地域活力推

進課） 

 

45,489 〇Ｕターン就職等促進事業（14,319千円） 

  東京・大阪等において転職希望者や学生向けの就職相談会・

交流会等を開催し、就職情報の提供等を行った。 

  県外大学進学者のＵターン就職と県内大学進学者の地元就職

を促進するため、かがわ暮らしの魅力等を紹介するパンフレッ

トを作成し、学生等に送付した。 

〇プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業（31,170千円） 

 「プロフェッショナル人材戦略拠点」の運営を公益財団法人

かがわ産業支援財団へ委託し、県外の潜在的なＵＪＩターン希

望者等と地域企業の求人のマッチングを促進した。（相談件数

173件、成約件数 178件） 
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東京圏移住支

援事業 

（地域活力推

進課） 

37,049 デジタル田園都市国家構想交付金を活用し、東京圏から本県に移住

し、県内中小企業等に就職した者に対して、移住支援金を交付した。

（47 件） 

 
（５）中小企業の販路の開拓の促進 

積極的な販路拡大を目指す企業に対し、国内・海外の見本市出展支援や個別の発注案件情報の収

集等に努め、企業のニーズに沿った様々な商談機会の提供を行った。 

事業名 

（担当課） 

実績額 

（千円） 
事業概要 

企業海外展開支

援事業 

（産業政策課） 

43,700 ○貿易・国際投資支援事業（21,826 千円） 

ジェトロ香川内に、企業や個人の海外事業展開を支援するため、

「香川県海外ビジネス展開促進センター」を設置し、県内企業 103

社・延べ 188 回訪問し、情報提供や課題解決支援を行った結果、16

社が海外展開を実現した。 

また、県内企業の海外展開を担う人材を育成するため、「海外ビジ

ネス人材育成講座」を計８回開催し、延べ 202 人（オンライン受講

含む）が受講した。 

○アジアビジネスサポート事業（15,084 千円） 

 ASEAN 地域におけるものづくり産業の拠点国であるタイの企業と

県内企業のオンラインによる商談会を開催し、県内企業 10 社が参加

し、成約見込み件数は 18 件となっている。 

また、県内企業の海外展開検討先として人気の高いベトナムの企

業とオンラインによる商談会を開催し、県内企業８社が参加し、成

約見込み件数は９件となっている。 

○直行便就航国・地域ビジネス展開支援事業（6,790千円） 

①台湾販路開拓支援事業（4,618 千円） 

台湾との経済交流をより一層促進するため、現地商談会を開催

し、県内企業 16 社、台湾企業 28 社が参加し、62 件の商談が行わ

れた。 

②上海ビジネス展開支援事業（2,172 千円） 

上海地域でのビジネス展開を促進するため、現地に「上海ビジ

ネスサポーター」を配置し、ビジネス相談３件、ビジネス情報の

提供 12 件などの支援を行ったほか、上海ビジネス交流会を開催し

た。また、県内企業の販路開拓を支援するため、県内企業の現地

視察に対するアテンド・通訳を２件行った。 

マーケティング

力強化支援事業 

（産業政策課） 

3,070 県内食品関連企業のマーケティング力強化を図るため、専門家を派

遣し、商品開発を支援したほか、競争力の高い商品開発や販路拡大を

支援するためのセミナーを開催し、14 団体から 19 名が参加した。 

戦略的マッチン

グ推進事業 

（産業政策課） 

13,876 県外の大手企業等とのマッチングの機会を提供するため、国内最大

級の展示商談会である機械要素技術展（東京）に県内 10 社、機械要素

技術展（九州）に県内 11 社が出展したほか、川崎重工業株式会社の明

石工場（兵庫県明石市）において商談会を開催し、県内 19 社及び香川

県産業技術センターが出展して川崎重工業株式会社に対して自社の新

技術等を直接提案する等、販路開拓・受注拡大に向けた支援を行った。 
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発注開拓支援事

業 

（かがわ産業支

援財団） 

5,536 大手企業出身者のネットワークを活用して、発注案件の発掘や情報

収集を行ったほか、県外企業との個別商談会を２回開催し、４社が参

加した。 

食品商談会開催

事業 

（かがわ産業支

援財団） 

4,438 大都市圏等県外のバイヤー及び県内のバイヤーと県内食品事業者と

の商談会を開催し、バイヤー39 社、食品事業者 54 社が参加した（商談

345 件）。 

国内食品見本市

出展支援事業 

（かがわ産業支

援財団） 

5,089 国内最大級の食品関連見本市に香川県ブースを出展し、県食品産業

の魅力を発信するとともに、企業の販路開拓を支援した。 

国 内 見 本 市 出

展・オンライン

販路開拓支援事

業 

（かがわ産業支

援財団） 

5,781 国内見本市・ＷＥＢ展示会（国内外）への出展、ＥＣサイトやオン

ライン商談システムの構築等による販路開拓を支援し、県内企業 20 社

に助成した。 

国際取引支援事

業 

（かがわ産業支

援財団） 

836 国際取引アドバイザーを設置し、企業巡回や相談会を開催した。 

海外見本市出展

支援事業 

（かがわ産業支

援財団） 

1,585 海外で開催される国際見本市等への出展を支援し、県内企業６社に

助成した。 

 
（６）中小企業の知的財産の創造、保護及び活用の促進 

香川県知的所有権センターへの知的財産コーディネーターの配置や日本弁理士会と連携した「か

がわ知財経営塾」の開催、県内企業の技術と大企業等の開放特許等とのマッチングの機会の提供な

どにより、県内企業による知的財産の創造、保護及び活用を促進した。 

事業名 

（担当課） 

実績額 

（千円） 
事業概要 

知的財産推進事

業 

（産業政策課） 

14,680 香川県知的所有権センターに知的財産コーディネーターを配置し、

県内企業等が知的財産情報を効率的かつ効果的に活用することができ

るよう、企業訪問などの支援を行った。 

また、日本弁理士会の協力のもと知財経営塾を開催したほか、県内

企業の技術と大企業等の開放特許等とのマッチングの機会を提供し

た。 

海外における県内地名等の抜駆け商標出願・登録対策として、中国

商標局等のデータベースを定期的に調査し、本県地名を使用した抜け

駆け商標出願等の監視を行った。 

 

 


